金融 庁 広報 誌 


アク 





月 号 

2019 
DECEMBER 

月 刊 









NO.19/ 


I 





12 月 27 日 発刊 





A 





Contents 
講演 ・ 会 議 等 (P1) 
P1 「 新 現役 交流 会 2.0」 令 和 元 年 11 月 28 日 開催 
P2 日 本 学生 支援 機構 セミ ナー 
「 今 、 学 生 に 求め られ る 金融 リテラ シー」 に 遠藤 長官 登 
政策 解説 コー ナー  (P3) 
P3 地域 金融 機関 の 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 に 向け た パッ ケー ジ 策 
の 進捗 に つい て 
監督 局 銀行 第 二 課 課長 補佐 西田 勇樹 、 課 長 補佐 水谷 登美 男 
課長 補佐 金ヶ崎 郁 弘 、 課 長 補佐 福留 宰 
P5 金融 機関 に お ける マネ ー・ ロ ー ン ダリ ング 及び テロ 人 資金 供与 対策 
総合 政策 局 マ ネー ロー ンダ リン グ ・ テ ロ 資 金 供与 対策 企画 室長 尾崎 寛 
P7 金融 分 野 に お ける ミャンマー 支援 の 現状 と 課題 
総合 政策 局 総務 課 国際 室 課長 補佐 手塚 康行 、 協 力 係長 川橋 天地 
お 知ら せ (P9~) 


P9 「 地 方 創 生 応援 企画 ! ちい きん 会 霞ケ関 ダイ アロ グ 」 開催 
P10 検査 マニ ュ ユア ル 廃 止 引 当 に 関す る 相談 受付 窓口 を 設置 < 


メー 
7 じ ハ 


今月 の 金融 庁 の 主 な 取組 み (P11) 


オン ライ ン 版 は こち ら か ら 


https://www.fsa.go.jp/access/index.html 








| 新 現役 交流 会 2.0」 令 和 元 年 11 月 28 日 開催 


金融 庁 地域 課題 解決 支援 チー ム は 、 令 和 元 年 11 月 28 日 に 東北 3 県 の 25 金 融 機 関 、5 省庁 及び 民間 
事業 者 と 協力 し て 、「 新 現役 交流 会 20」 を 開催 し まし た 。 新 現役 交流 会 と は 、 中 小 企業 者 と 肖 都 還 
を 中 心 と し た 大 手 企業 0B な どの 専門 人 材 ( 新 現役 と いう ) と が 、 課 題 解決 の た め に マッ チン グ す る 
交流 会 で す 。 


これ まで の 新 現 役 交流 会 は 、 関 東 の 信金 を 
6 こ 直 接 面談 形式 で の み 行 われ て いま し た 
新 り < く WEB 画 談 を 導 内 し た だ こめ 120| と 
3 し まし た 。 本 会 は 、 東 北 地 域 で の ダイ ア 
ログ か ら 顕 在 化し た 「 専 門 的 人 材 の 不足 」 と 
いう 課題 を 解決 する た め に 、 官 民 金 が 連携 し 
て 共同 で 企画 ・ 開 催 に 至っ た も の で す 。 
活用 に より 距離 の 壁 を 越え る こと が 可能 に 
り 、 首 都 園 か ら 地 方 へ の 人 材 層 流 を 促進 で ‘ 
ます 

































































東京 会 場 (信金 中 央 金庫 京橋 別館 ) 、 

会 場 (盛岡 財務 事務 所 ) 、 仙台 会 場 0 

務 局 ) 、 福 島 会 場 の 人 

中 小 企業 43 社 (うち WEB 参 加 企業 20 社 ) 、 

現役 約 100 名 が 参加 。 開 会 式 で 半生 

ト 内 閣府 副 大 臣 、 伊 藤 衆 議院 復興 特別 委員 
に 来 宴 と し て 挨拶 を いた だ き 、 本 会 を ご 視 

時 まだ 。 




























































































新 現役 交流 会 は 、 経 営 課題 に 対し て 専門 人 





上 段 : WEB 面 談 の 様子 


























































































































か ら 入 叉 の ソソ リュ ーション が 同人 人 な の 
きる 特徴 が あり 、 企 業 に と っ て 比較 優位 で 支 中 AN 0 上 長田 人 大臣 、 
= 柴田 信金 中 央 金 8 上 記 
援 人 材 を 選 の 20 み で す 。 43 社 の うち 36 社 宮下 内 閣府 副 大 臣 、 遠 藤 金融 庁 ] 
(うち WEB 参 加 企 業 15 社 ) が 継続 支援 希望 の 多田 まち ひと し ご と 創 生 本 部 務 地方 生 総和 










































































意向 で あ り 、 専門 人 材 ニ ー ズ が ある こ と を 再 認 識 で きま | 半 に 




















参加 中 小 企 業 の 課題 は 、 販 路 開 拓 (海外 展開 含む ) 、 マ ー ケ ティ ング ・ ブ ラン ディ ング 戦略 、 組 織 
体制 (人 材 教育 、 組 織 改 革 ) 等 、 多 岐 に 渡る も の で し た 。 課題 に 対し て 実務 経験 の ある 新 現役 と の 
マッ チン グ が 多く 見 られ まし た 。 金融 機関 か ら も 、「 金 融 機 関 が 提 供する こと は 難し い 具 体 的 な ソ 
リュ ーション が 提供 され 、 専 門 性 を 持っ た 人 材 紹介 ニー ズ が 高まっ て いる 」 と の 声 が 聞か れ ま し た 。 





















































「 新 現役 交流 会 2.0] は 、 首 都 圏 へ の 人 材 集中 が 進む 中 、 新 現役 世代 の 働き 方 や 経験 に 基づい た 具体 
的 な 知見 の 活用 、 首 都 圏 在住 者 の 地方 企業 へ の 関与 に な る 一 方 、 地 域 中 小 企業 に と っ て は 、 首 都 圏 の 
専門 人 材 の 具体 的 な 経営 支援 を 受け られ る 取組 み で す 。 ま た 「2.0] で は 、WEB 活 用 に よっ て 遠方 で も 
身近 に 相談 が 可能 と な る こと か ら 、 他 の 地域 で の 開催 を 検討 する 事業 者 も あり ます 。 地域 課題 解決 支 
援 チ ー ム で は 、 地 域 経済 エコ シス テム に 資す る 取組 み を 継続 支援 し て いき ます 。 





























































































































日 本 学生 支援 機構 セミ ナー 


「 今 、 学 生 に 求め られ る 人 金融 リテラ シー」 に 遠藤 長官 登壇 ! 





介さ ん 、 ダ ゲ エ テ さ ん の あ 婦 さん の 送 才 さん 、 認 世 だ と 婦 い ます ずみ 2 な ん と 22 記 で す / 奪 珠 2 の クア 
ー ズ 有 巡 大 妙 唇 み ら ゲ ダ ゲ エ テ さ ん た ちろ の 邊 英 友 変っ て い 女 い 、 と 言 あ て いま チバ が 、 送 立 さ ん 友 当 在 の 
一 診 女 富 存 期 で ある 25 訪 まで 巻 六 の 説 定 で みそ と て 、 当 辱 の 男 夏 の 部 芝 式 訪 69 茂 まで 72 小 の 老 
刻 を 送る 応 算 だ な ク グ ぼ まみ ん 

更 な の 男 夏 の 導 放 丈 診 だ 97 茂 、 一朗 が な を 定年 年 毅 は 60 茂 で すか ら 、 才 恋 な 21 年 に な グ り ま す 。 下方 圭 
次 訂 年 訪 び て お ちり 、 室 年 年 上 を 委 び した と し て る 、20 年 殿上 た の 参 胡 を 送る の が あたり 所 た な ググ まし 
UO TF EE DDO EO EE CO TEESE TO TCG OBE VITGTE EE C6 DR 
人 参入 が な ほぼ セロ で すか ら 、 礎 座ら 意 彦 胡 訪 、 待た 考 年 誠 か ら の 含 許 展 太 が 更 要 に だ に な っ て いま す 。 

また 、 犬 学 作 が 州 共 め を 友 六 夫 認 等 の た ラフ プル に 巻き 込ま 凡 る 電 筑 る 和信 ど て お ち グ 、 ご こう と た 夫 語 か ら 
る t、 EL LF EC する る ため の 馬 大 リ テラ シー の / 庁 上 な は まさ に た に 選 人 名 の 斉 縛 と な っ て いま すず 。 


そこ で 、 送 大 大 学 全 と 基 し て いる 厨 さ また だ お 太い で す 。 参 朋 ク テ ラ テラ シー と 導 彦 彩 成 の 大 電 さ を ゼ の び ズ ズ 
FE NE FTE MA IU OF FC 友人 
FD EE RET TS DEE TO ECEEE RT 


(パネ ルディ スカ ッ シ ョ ン に お ける 遠藤 長官 の 説明 より ) 



































































































































令 和 元 年 12 月 6 日 、 独 立 行政 法人 日 本 学生 支援 機 > パネ ルディ スカ ッ シ ョ ン 登 壇 者 。 6 
構 が 主催 する 「 学 生生 活 に か か る 喫緊 の 課題 に 関す IN の 
hr I 
る セミ ナー]| が 虎ノ門 の 三 ッ ショ ー ホ ー ル で 開催 き パネ リス ト  : 県 立 広島 大 学 経営 情報 学部 
NM MS 村上 恵子 教授 
NNN ICO NN 株 式 会 社 マ ネネ CE0/ 経 済 ア ナリ スト 
金融 リテラ シー」 が テー マ と し て 取り 上 げ ら れ 、 パ 2 森永 康平 氏 
ネル ディ スカ ッ シ ョ ン に 遠藤 長官 が 登壇 し まし た 。 し SB りら 

















これ は 、 本 事務 年 度 の 金融 行政 方 針 に 掲げ る 重点 施 
策 の 一 つ 、「 金 融 リ テラ シー 向上 」 の 取組 み の 一 環 
で あり 、 多 く の 大 学 関係 者 に 参加 いた だ きま し た 。 

















パネ ルディ スカ ッ シ ョ ン で は 、 遠藤 長 官 か ら の 説 
明 後 、 村 上 教授 か ら 、 人 金融 リテラ シー に 関す る 講義 
を 受講 し た 学生 の 反応 に つい て 紹介 され 、 森 永 氏 か 
ら は 、 天 学生 を 中 心 に 広がっ て いる バ パ バイナリー オデ 
ショ ン の 必勝 法 の 入っ た USB メ モリ (60 万 円 弱 で ネ 
ズミ 講 的 に 販売 ) を 使っ た 投資 詐欺 が 増加 傾向 に あ 
る こと 等 が 説明 され 、 こ れ ら を 題材 に 議論 が 展開 さ 3 

(パネ ルディ スカ ッ シ ョ ン の 様子 ) 
し 記 し 庄 。 
4 . 学校 教育 等 に お ける 取組 み 
4-3. 出張 授業 の 拡充 
















































































































































































SR 密生 攻 8 ン 2017 年 度 ま で の 学校 教育 に お ける 人 金融 庁 と し て の 取組 み は 、 関 係 団体 (日 本 銀行 業界 団体 ) と 
仕組 み が 単 純 で 投機 性 の 高い 取引 に よる 損失 や そ NO 組ん で きた 金 則 り テテ シー に 係る 「 大 学 運 捕 座 J に お ける 出張 提 全 が 中心 。 
EN (例年 15 大 学 ほど で 、 オ ム ニ ル バス 形式 の 連携 講座 を 実施 。 金 融 庁 温 員 を 約 10 コ マ に 講師 を 派遣) 
れ に まつ わる 詐欺 的 な 情報 商 材 に よる 被害 を くい 止 ン 2018 年 度 よ り 、 人 金融 庁 ・ 財 務 局 職員 に よる 出張 授業 を 抜本 的 に 拡充 。 学校 等 に 出向 いて 授業 を 行 
人 うこ と を 希望 する 金融 庁 職 員 橋 集 し 、 これら の 職員 を 学校 等 に 順次 派遣 中 。 
め る に は 、 リ スク ・ リ ター ン に つい て の 知識 、 詐 欺 (2019 年 1 月末 の 実績 : 96 校 、 延べ 136 名 派遣 講座 受講 者 数 約 1 万 5 千 名 ) 


ツ こう し た 出張 授業 や アク ティ ブラ ー ニ ング 等 の 観点 を 踏ま え 、 教材 に つい て も 改善 に 取り 組ん で いる と ころ 。 


全 見 六 陸 る 2 る 夫 記 全う けけ らし が がい 【 出 張 授業 の 主 な 内 容 】 [出張 授 業 の 様子 】 
と の 共通 認識 に 達し 、 金 融 リ テラ シー の 向上 に よっ ド 。 | 
ISIN クン リル し 2 eS Salslle 
自然 と つみ た て NISA 対 象 商品 の よう な 低 リ スク ・ 低 
コス ト の 投資 信託 等 に よる 長期 ・ 積 立 ・ 分 散 投資 の 
普及 も 期待 で きる 、 と 締め くく り ま し た 。 



















































































「 学習院 大 学 (2019.9.13) 

















(プレ ゼン テー ショ ン 資 料 ) 2 


政策 解説 コー ナー 


課長 補佐 福 鐘 


(※ 本 稿 に お いて 意見 に 係る 部 分 は 筆者 の 個人 的 見 解 で あり 、 所 属 組 織 の 見 解 を 示す も の で は あり ませ ん 。) 













































































金融 庁 で は 、 地 域 金 融 機関 が 自ら の 経営 理念 を 踏ま えた 適切 な ど ジ ネス モデ ル を 検討 し 、 創 意 工 夫 を 
重ね て いく た め の 環 境 整備 を 図る 観点 か ら 、 本 年 8 月 28 日 、「 利 用 者 を 中 心 と し た 新 時 代 の 金融 サー ビ 
ス 一 実践 と 方 針 ~ ( 令 和 元 事 務 年 度 ) 」 に お いて 、「 地 域 金 融 機関 の 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 
に 向け た パッ ケー ジ 策 | を 公表 し まし た 。 本稿 で は 、 公 表 か ら 4 か 月 が 経っ た 現在 の | パッ ケー ジ 策 ] 
の 進捗 状況 に つい て ご 説明 し ます 。 











地域 銀行 に お ける 競争 政策 の あり 方 


「 成 長 戦略 実行 計画 ] (本 年 6 月 21 日 閣議 決定 ) に お いて は 、 地 域 銀行 等 の 経営 統合 に つい て 、 統 合 
に より 生じ る 余力 に 応じ て 、 地 方 に お ける サー ビス 維持 へ の 取組 み を 行う こと を 前 提 に 、 シ ェ ア が 高 0 
な っ て も 特例 的 に 経営 統合 が 認め られ る よう 、10 年 間 の 時 限 措置 と し て 独占 禁止 法 の 適用 除外 を 認 
特例 法 を 2020 年 の 通常 国会 に 提 由 する こと と され て いま す 。 

5 会 議 (10 月 29 日 開催 ) に お いて は 、 事 業者 に よる 申請 や 主務 大 臣 に よる 認可 な ど 特 例 
法案 に お ける 合併 等 の 適用 除外 スキ ー ム 案 が 示さ れ て お り 、 今 後 も 上 記 特 例 法 の 制定 に 向け 、 関 係 省 店 
と 協力 OT 





















































2. 金融 機関 の 業務 範囲 に か か る 規制 緩和 等 


金融 機関 の 中 に は 、 継 続 し て 地域 企業 の 生産 性 向上 や 地域 活性 化 に 努め て いる 先 も 多数 存在 し て お り 、 
「 パ ッ ケ ー ジ 策 」 の 中 で は 、 こ うし た 金融 機関 の 自主 的 な 取組 み を サポ ー ト する た め 、 次 の 3 つの 規制 
緩和 等 を 揚げ て いま す 。 


を $ 地域 金融 機関 の 業務 範囲 の 見 直し 

地域 活性 化 事業 や 事業 承継 、 事 業 再 生 等 を 円 滑 に 実施 する 観点 か ら 、 議 決 権 保有 制限 (いわ ゆる 
5 % ル ー ル ) の 緩和 を 実施 する た め 、10 月 15 日 に 銀行 法 施行 規則 等 を 改正 し まし た 。 

ま 2 に NR CR 
化す る こと に より 、 地 域 商 社 に 対し 5 % を 超え て 100% ま で の 出資 が 可能 と な る よう 、 同 じ く 10 月 15 
潮目 ICANN ま 9 


を 人 事 ロ ー テ ーション 等 に 関す る 規定 の 見 直し 

金融 機関 が コン プラ イア ンス ・ リ スク の 低減 を 図り つつ 、 柔 軟 な 人 材 配置 を 行う こと で 、 人 材 の 育 
成 と これ を 通じ た 良質 な 顧客 向け サー ビス の 提供 に 取り 組み や すく な る よう 、 例 えば 、 職 員 の 定期 的 
な 人 事 異動 (人 事 ロ ー テ ーション ) や 定量 基準 に 基づく 職場 離脱 制度 (最低 限 年 一 回 、 一 週間 以上 連 
続 し て 離脱 ) と いっ た 不正 防止 の た め の 方 法 を 定め て いる 監督 指針 の 規定 を 削除 する 改正 を 、12 月 
152 自 MaRMDSESMIe 


る ダブ ルギア リン グ 規 制 の 見 直し 

足元 で は 一 定 の 健全 性 を 確保 し て いて も 、 将 来 に わた っ て 健全 性 を 維持 し 、 地 域 に お ける 金融 仲介 
機能 を 継続 的 に 発揮 する た め 、 他 の 金融 機関 に よる 一 定 の 出資 等 の 下 、 現 状 の 経営 状況 の 改善 を 図る 
金融 機関 も 想定 され ます 。 こ うし た 観点 か ら 、 他 の 金融 機関 向け 出資 に か か る 制限 (ダブ ルギア リン 
グ 規 制 ) の 特例 承認 に つい て 、 地 域 の 金融 仲介 機能 の 継続 的 な 発揮 に 資す る 一 定 の 出資 等 を 対象 範囲 
と する よう 、 告 示 等 の 見 直し を 行う た め 、11 月 29 目 に 改正 案 を 公表 し まし た 。 来年 1 月 6 目 に 意 
募集 を 締め 切り 、 遅 く と も 3 月 まで に 公布 する 予定 で す 。 3 






















































































































































































ミエ ュー 内 = 地域 金融 機関 の 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 に 向け た パッ ケー ジ 策 
. 経営 者 保証 に 関す る ガイ ドラ = 








~ タニ リー 
イ ン 地域 銀行 に お ける 競争 政策 の あり 方 
> 地域 銀行 に よる イン フラ 的 サー ビス の 維持 と 地域 経済 ・ 産 業 の 再生 を 図る た め 、「 成 長 戦略 実行 計画 」 に 基づき 、 独 占 禁止 法 の 適 
用 除外 に 係る 特例 法 の 制定 に 向け 関係 省庁 と し て 協力 
中 小 企 業 ・ 小 規模 事業 者 の 円 滑 な | wwmwmmoxwwmcmswww 


と 地域 企業 の 生産 性 向上 等 に 向け た 金融 機関 の 取組 み を サポ ー ト する た め 、 地 域 活性 化 や 事業 承継 等 を 円 滑 に 実施 する た め の 議決 






























































LL へ \ \ さ い へ > 

水 8 た 地域 経 : 権 保有 制限 (59%6 ル ー ル ) の 緩和 や 、 地 域 商社 へ の 596 超 の 出資 を 可能 に する な どの 、 業 務 範 囲 に 関す る 規制 緩和 等 を 実施 

事業 承継 及び 5 れ を 通 じ た 或 経 済 と 1 人 ra eg a ビニ ニ マ ジア ビッ トド) の 再選 らら れ を 財 
= き 全市 株 ーー じ た 良 質 な 顧客 向け サー ビス の 提供 に 取り 組み や すく な る よう 、 人 事 ロ ー テ ーション 等 に 関す る の じじ 

の 持続 的 な 発展 は 、 人 金 融 機関 に と っ > 他 の 金 器機 較 同 け 出資 に 作る 抽 際 (が ブル デ リッ グ 間 旨 ) の 特例 素 認 に つい て 、 地域 の 金融 仲介 機能 の 継続 的 な 発揮 に 資す る 

、 ョ 5 る 一 定 の 出資 等 を 対象 範囲 た する よう 、 告 示 等 を 見 直し 

て も 重要 な 課題 で あり 、「 パ ッ ケ ー RA 

S$ Et a ミエ リー > 円 滑 な 事業 承継 を 促す 観点 か ら 、 事 業 承 継 時 に 焦点 を 当て た 「 経 営 者 保証 に 関す る ガイ ドラ イン 」 の 特 則 の 策定 に 取り 組む と と も 

ジジ 筑 | 人 議 い て 名 。 「 経 営 者 保証 に に 、 金 融 仲介 の 取組 状況 を 客観 的 に 評価 で きる KPI(「 事 業 未 継 時 の 保証 租 求 割合 」、「 新 規 隔 資 の うち 経営 者 保証 に 依存 し な い 机 








OO 8 2 資 割合 」) を 設定 
関す る ガイ ドラ イン 」 の 活用 促進 を a 


> 地域 金融 機関 の 将来 に わた る 健全 性 を 確保 する た め の 規 律 付 け ・ イ ン セ ン テ ィ ブ 付与 と し て の 機能 も 視野 に 入れ 、 預金 保険 料率 


嶋 G て で い 評 す 。 の あり 方 の 方 向 性 に つい て 、 関 係 者 に よる 検 計 
SN し 3 地域 金融 機関 の ガバ ナン ス 機 能 の 向上 
特に 、 円 滑 な 事業 承継 へ の 対応 が > 金融 機関 と 当局 の 双方 が より 具体 的 か つ 深 度 ある 対話 を 行い 、 金 融 機 関内 で の 自発 的 な 議論 が 活発 に 行わ れる よう 、 地 域 金融 











機関 の 経営 ・ ホ バナ ンス の 改善 に 資す る 主要 論点 (コア ・ イ シュ ー) を 策定 する と と も に 、 社 外 取 締 役 へ の 情報 発信 (対話 を 含む ) を 





喫緊 と な る 中 で 、 そ の 阻害 要因 と な 





























了 寺 ミ 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル に 関す る 探究 型 対話 の 実践 
MC SRE RR 

ヽ き 、 支 店 長 、 営 ) 、 4 の 。 対話 に 当たっ て は 、 心 こと に s 
扱い を 明確 化す る 観点 か ら 、 





関係 団体 と 協議 を 進め 、 事 業 承 継 時 に 焦点 を 当て た 「 経 営 者 保証 に 関す る ガイ ドラ イン 」 の 特 則 が 、 経 
営 者 保証 に 関す る ガイ ドラ イン 研究 会 (事務 局 : 日 本 商工 会 議 所 ・ 全 国 銀行 協会 ) より 、12 月 24 日 に 策 
NSR まま 7S 
また 、 当 庁 で は 金融 仲介 の 取組 状況 を 客観 的 に 評価 で きる 指標 群 (KPI) と し て 、「 事 業 承継 時 の 保 
証 徴 求 割合 ] 及び 「 新 規 融資 の うち 経営 者 保証 に 依存 し な い 融 資 割合 ] を 9 月 9 日 に 公表 し て お り 、 こ 
れ ら に つい て 、 各 銀行 に お ける 本 年 度 下期 以降 の 状況 の 公表 を 通じ 、 金 融 仲介 の 取組 状況 の 「 見 える 
上 る (EGO さま 9 
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4. 将来 に わた る 規律 付け ・ イ ン セ ン テ ィ ブ 付与 の た め の 預 人 金 保険 料率 


金融 機関 が 万 が 一 の 破綻 に 備え て 預 金 保険 機構 に 対し 毎年 支払 う 預 金 保険 料 に つい て は 、 現 在 、 一 律 
の 預金 保険 料率 が 適用 され て いま す が 、 現 行 の 預金 保険 法 に お いて は 、 各 金融 機関 の 健全 性 に 応じ て 異 
な る 預金 保険 料率 (可変 料率 ) を 適用 する こと も 許容 され て いま す 。 ま た 、 可 変 料率 は 海外 で も 多く の 
国 総 導 以 さき さ fC い 2 と こつ で 9 

「 パ ッ ケ ー ジ 策 」 に お いて は 、 こ うし た 点 を 踏ま えて 、 地 域 金 融 機関 の 将来 に わた る 健全 性 を 確保 す 
る た め の 規 律 付 け ・ イ ン セ ン テ ィ ブ 付与 と し て の 機能 も 視野 に 入れ 、 現 行 制度 を 前 所 に し つつ 、 預 金 保 
険 料 率 の あり 方 の 方 向 性 に つい て 、 関 係 者 に よる 検討 を 進め る こと と し て お り 、 引 き 続 き 検討 を 行っ て 
0 



































































































































5. 金融 機関 の ガバ ナン ス 機 能 の 向上 に 向け た 対応 


地域 金融 機関 が 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル を 構築 する た め に は 、 経 営 陣 が 自ら の 掲げ る 経営 理念 に 基 
づき 、 リ ー ダ ー シ ッ プ を 発揮 し つつ 、 経 堂 戦略 ・ 計 画 を 策定 ・ 実 行 し て いく こと 、 ま た 、 取 締 役 会 を は 
じ め と する ガバ ナン ス が 有効 に 機能 し て いる こと が 重要 で す 。 

回 20700 旨 の ン eiC O 二 任 沼 陣 上 信人 KW まひ 邊 目 の 竹 当 M の の 0 ル ンス つい (本 対 
する 際 に 、 重 要 と 考え られ る 論点 を まとめ た 「 地 域 金 融 機関 の 経営 ・ ガ バナ ンス の 改善 に 資す る 主要 論 
点 (コア ・ イ シュ ー) 」 を 策定 する こと と し て お り 、 今 後 、 金 融 機関 と 意見 交換 を 行っ た 上 で 、 策 定 ・ 
公表 し て いき た いと 考え て いま す 。 














































































































6. 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル に 関す る 探究 型 対 話 の 実践 


「 パ ッ ケ ー ジ 策 」 の 最後 に は 、「 探 究 型 対話 の 実践 ] と し て 、 金 融 庁 と 地域 金融 機関 の 間 で の 対話 の 
02UUNGG5llMIIIUONERId ョ 8 
金融 庁 に お いて は 、 地 域 金 融 機関 が 自ら の 経営 理念 の 下 で 、 こ れ を 体現 する 経営 戦略 の 策定 と 着実 な 
実行 、PDCA の 実践 を 図っ て いく こと で 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル を 構築 し て いく よう 、 地 域 金 融 機 関 
の 経営 トッ プ 、 役 員 、 本 部 職員 、 支 店 長 、 営 業 職 員 、 社 外 取 締 役 な どの 役職 員 の 方 と 継続 的 に 対話 を 重 
UN き ki 
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政策 解説 コー ナー 





総合 政策 局 マ ネー ロー ンダ リン グ ・ テ ロ 資 金 供与 対策 企画 室長 尾崎 寛 















































(※ 本 稿 に お いて 意見 に 係る 部 分 は 筆者 の 固 人 的 見 解 で あ り ヽ 所 属 組 織 の 見 解 を 示す も の で は あ り sR ) 
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日 本 及び 国際 社会 が 取り 組ま な く て は な ら な い 課 題 と し て 、 マ ネー・ ロ ー ン ダリ ング 及び テロ 資金 
供与 対策 (以下 、AML/CFT) の 重要 性 が 高まっ て いま す 。AML/CFT の 国際 的 な 協調 を 推進 する 組 
織 で ある FATF (Financial Action Task Force : 金融 活動 作業 部 会 ) の 勧告 で は 、 複 雑 化 ・ 高 度 化す 
る ママ ネー ロー ンタ リン シク 及び 記 還 資金 供与 UN MI の 考 邊 対応 お る だめ リス クベ バー 

aa の 90SUNSUsae SN ペク ーー 2 2 る 上 0 っ の 
て 金融 機関 に 求め NN み 等 に つい て ご 紹介 し ます 。 

り 多 の バ ー ス コア ラク 由 王手 は 三 遇 的 に リス ク の 高い 分 野 に 経営 資源 を より 多く 投入 し 、 礼 理 
人 ス ・ ア プロ ー チ を 適用 する た め に 
は 、 リ スク 評価 を 行う こと が 前 提 と な り ま す 。 日 本 で は 、 A コー ツー ここ の 
の 移転 防止 に 関す る 法律 に お いて 、 国 家 公 安 委 員 会 が 毎年 公表 する 犯罪 収益 移転 危険 度 調査 書 (以下 、 
NRA, National Risk Assessment) の 内 容 を 勘案 し 、 金 融 機関 等 の 特定 事業 者 が 自ら リス ク 評 価 を 行 
書 化 し 、 活 用 する こと が 求め られ まし た 。 ち な み に 、 直 近 の NRA に よれ ば 、 非 対面 取引 、 現 
金 取 引 、 外 国 と の 取引 が リス ク の 高い 取引 形態 と され て いま す 。 

また 、 経 済 ・ 金 融 サ ービス の グロ ー バ ル 化 、IT 技 術 の 高度 化 や デジ タラ イイ ゼー ション が 進み 、 
NHN こ 変 化し 続け て いま す 。 特に 近年 、 資 金 移動 業者 や 電子 マネ ー 事 業者 等 
の 事業 者 が 、 主 に 銀行 等 の 預金 取扱 金融 機関 が これ まで 提供 し て きた 為替 ・ 決 済 サ ービス の 分 野 に 進 
UP に ウル ピー ワキ の こつ BZ の ロウ し pb 
それ ら の 為替 ・ 決 済 サ ービス が ML/TF に 利用 され る リス ク が 高まる こと と な り ま す 。 

さら に 、 改 正 入管 法 の 施行 (2019 年 4 月 ) に 伴い 、 外 国人 材 の 受入 れ の 拡大 が 予想 され 、 外 国人 材 
に よる 送金 の 増加 が 見 込ま れる こと か ら 、 外 国人 材 が 生活 イン フラ で ある 口座 開設 等 の 金融 サー ビス 
を 適切 に 利用 で きる よう 配慮 する と と も に 、 送 金 に は 銀行 や 資金 移動 業者 等 が 提供 する 金融 サー ビス 
5 上 SU20N この の 2 人 AWDEESESSANO ei 













































































































































































































































































2 . 金融 機関 等 に 求め られ る 対応 MR 
こう し た 状況 を 踏ま え 、 金 融 機関 等 に お ける 主 な 課題 と ーーーーーーー 
し て 次 の よう な 事項 が あげ られ ます 。 a ここ 
る 金融 機関 自 ら の 特性 を 踏ま えた リス ク 評 価 お 客 さ ま べ の お 願い 事項 

金融 機関 等 の リ ス 多 の 特定 ッ 評価 こ お い で を! A 暴力 団 、 ng 確認 を させ て いた だ く お 取 引 や 、 確 札 方 法 、 確 鹿内 容 な 抽 行 に よっ て 納 な る 場合 が あり 














来 日 外国 人 犯罪 者 グル ー プ 、 特 殊 詐欺 犯行 グル ー プ と いっ ~ racine. mradnrsormees a 
た 主体 に 加え 、 普 通 預金 口座 、 非 対面 取引 、 現 金 取 引 、 外 R 本 ME 
国 と の 取引 の リス ク 等 、NRA の 記載 の み に 拠 ら ず 、 自 ら の 

提供 する 商品 ・ サ ービス 、 関 係 する 顧客 属性 、 取 引 形態 、 
国 ・ 地 域 要因 等 直面 する リス ク に つい て 包括 的 ・ 具 体 的 に 
リス ク 評 価 を 行う 必要 が あり ます 。 


を 顧客 リス ク 評 価 に 基づく 継続 的 顧客 管理 

マネ ー・ ロ ー ン ダリ ング 及び テロ 資金 供与 対策 に 関す る 
2000NZ1 ン (MNOUIIN2 TU SW IE 全国 銀行 協 全 及び 金融 庁 連 名 の 
管理 ] を 「 リ スク 低減 措置 の うち 、 特 に 個々 の 顧客 に 着目 | | 5 







































































ーー 
国人 行 協 合 胡 融 店 



























































| 銀行 を ご 利用 の お 客 さ ま へ の お 知ら せ 























、 6 ら が 特定 ・ 評 価 し た リス ク を 前 提 と し て 、 


、 調 査 の 結果 を リス ク 評 人 






























































し 
調 
れ 」 
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々 の 顧客 の 情報 や 当該 顧客 が 行う 








| の 結果 と 照ら し て 、 


取引 の 内 容 等 を 
ず べ き 低 減 措 置 を 判断 ・ 実 施す る 一 連 の 流 


















































の SD 選 り 0 








減 措 置 の 中 核 的 な 項 











上 員 還 22600 00 





また 、 ガ イド ライ ン は 、 顧 客 管理 に つい て 、 取 引 開 始 時 だ け で な く 、 取 引 期間 中 も 、 顧 客 の リス ク 

















に 応じ た 頻度 で 定期 的 な 実態 把握 と 顧客 リス ク 評 f 








ま の 0 


こう し た 継続 的 な 顧客 管理 を リス クベ ー ス で 行う た め 























リス ク 評 価 を 行う 必要 が あり ます 。 
そこ で W 有 J イ ドラ イン を 本 年 4 有朋 














改訂 し 、 























] の 見 直し を 行う こと を 金 


融 機関 等 に 対し 求め て い 








に 対す る 自ら の ML/TF リ スク の 評 人 1 
する 顧客 類型 ご と に リス ク 評 1 
ず べ き 低 減 措 置 を 顧客 の リス ク 評 価 に 応じ て キ 






















































































ml 











行う こと 等 に より 全て の 顧客 に 対し て リス ク 評 人 














る 取引 下 三 タリ ング の 高度 化 
名 MF SR 
検知 件 数 ・ 
も 踏ま えな が ら 、 シ ナリ オ ・ 敷 居 値 等 の } 
然 な 取引 を シス テム で 検知 する よう に 
50 お の の ま 9 
また 、 シ ステ ム で 検知 し た 取引 の 検証 の た め 






































ら 、 誤 検知 を 削減 する 観点 か ら 、 シ ナリ オ の 検知 状況 (検知 し た 取引 に 
実績 等 ) を 分 析 し 、 シ ナリ オ や 敷居 値 を 見 直す こと も 重要 と 























3. FATF 第 四 次 対日 相互 審査 
我 が 工 














出 基準 ( 


[商品 ・ 
の 結果 を 総合 
1 SE 


し 、 利 用 する 商品 ・ 
り 、 全 て の 顧客 に つい て リス ク 評 1 
| 断 る こと | と し て 、 願 客 類 型 ど と の リス ク 評 1 
DSGSI20H 朋 BU まり 


[取引 の 特徴 (業種 ・ 地 域 等 ) や 
疑わ し い 取 引 の 届出 件 数 等 に つい て 分 析 を 行い 、 
こつ いて 改善 を 図る こと 」 が 求め られ て お り 、 
顧客 属性 や 取引 パタ ー ン を 分 析 し て シナ リオ や 敷居 値 を 見 直す 


に お いて は 、FATF に よる オン サイ ト 審 査 が 10 


に は 、 そ の 前 提 と し て 、 全 て の 顧客 に 対し て 





国 ・ 地 域 、 顧 客 属性 等 

属性 等 が 共通 
1 人 1 連 20CDiU 
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サー ビス 、 取 引 形 態 、 
サー ビス や 顧客 
















































































出 基 準 (シナ リオ ・ 敷 居 値 等 ) 別 
で 得 ら れ た 情報 
不 自 












































シス テム 検知 以外 の 方 



































に 、 多 く の 人 上 員 を 費やす こと は 非 効 率 的 で ある こと か 


対す る 疑わ し い 取 引 の 届出 の 
思わ れ ま す 。 



































28 還 月 中 (の 還 柱 人 5 まお 7 




















AML/CFT は 日 常 業 務 に 






































お り 、 包 括 的 な リス ク 評 価 と 継続 的 な 顧客 管理 


























で も 、 こ うし た 点 を 中 心 に 議論 が 行わ れ ま し た 。 
今後 オン サイ ト 審 査 を 踏ま ほえ 、FATF 審 査 団 よ 
り 問題 点 等 が 示さ れ 、 金 融 庁 は じ め 関 係 省 庁 と の 
間 で 議論 が 行わ れ 、2020 年 6 月 に は FATF の 全体 
会 合 に お いて 対日 相互 審査 報告 書 の 討議 ・ 採 択 が 
行わ れ 、 同 年 夏 頃 に は 審査 報告 書 が 公表 され る 予 
履 I ぐ SI 。 
今般 の FATF 審 査 も 踏ま え 、 今 後 も 官民 で し っ 
か り と 連携 し 、AML/CFT に 取り 組ん で まい り ま 

9 

な お 、 顧 客 リ スク 評価 、 継 続 的 顧客 管理 措置 等 
の 対応 に つい て は 、 業 界 全体 の 高度 化 や 効率 化 の 
観点 か ら は 、 ASEM 
考え られ ます が 、 現 在 、 全 国 銀行 協会 を 中 心 に 
IRO PP 
に お いて も 新た に 補正 予算 に て マネ ロン 対策 の 共 
同化 実証 事業 が 盛り 込ま れ た こと か ら 、 金 融 店 と 
陸中 の (月 介 NOUNN KEI 

















































































































































































































































































































お ける 取引 時 確認 等 と いっ た 基本 動作 の 徹底 が 重要 で ある と と も に 、 上 
置 な どの 態勢 整備 が 重要 と な っ て お り 、 








述 の と 
SU 






































【 金 融 機関 を 利用 する 皆様 へ 】 
金融 機関 窓口 や 郵送 書類 等 に よる 確認 手続 に ご 協力 くだ さい ! 


犯罪 で 得 られ た 資金 が 、 金融 機関 通じ て マネ ー・ ロ ー ン ダリ ング 
され る と 、 将来 の 犯罪 活動 の 資金 汰 と な り ま す 。 この た め 、 金融 機 
関 で は 様々 な 確認 手続 を 行う な ど 、 対 応 を 進め て いま す 。 


た と えば ・…・ 

e 皆様 が 窓口 な ど で 送金 の 手続 を する 際 、 何 の た め の 送 金 な の 
か 、 ど の よう な お 金 な の か な どの 質問 へ の 回 答 や 、 回 答 の 裏 付 
け と な る 書類 等 の 提示 を 求め られ る こと が あり ます 

@ また 、 現在 の 住所 や 職業 等 を 、 更に 法人 の 場合 に は 、 事業 内 容 
や 株 主 情報 に つい て も 、 郵送 等 の 方 法 で 、 再 度 確認 され る こと 
も あり ます 


これ ら の 確認 に 適切 に 対応 いた だ け な か っ た 場合 に は 、 取引 を 制 
限 さ れる こと も あり ます の で 、 金融 機関 と よく 相談 を し て くだ さい 。 


犯罪 組織 へ の 資金 の 流れ を 止め る こと で 犯罪 を 未然 に 防ぎ 、 
ひい て は 皆様 の 安心 ・ 安 全 な 生活 を 守る た め に 、 ご 理解 と ご 協力 
を お 願い いた し ます 。 





(参考 ) 














※ 平成 31 年 4 月 10 日 公表 マネ ー・ ヒ 














ー ン ダリ ング 及び テ ! 











与 対策 に 関す る ガイ ドラ イン : 





資金 供 





https://www.fsa.go.jp/common/law/amlcft/amlcft_guidelines.pdf 





政策 解説 コー ナー 


協力 係長 川橋 天地 


(※ 本 稿 に お いて 意見 に 係る 部 分 は 筆者 の 固 人 的 見 解 で あ り SN 所 属 組 織 の 見 解 を 示す も の で は あ り Tp ) 
















































































1. ミャンマー に つい て 
ミャンマー は 、 約 5,141 万 人 ※1 の 人 口 と 約 68 万 km2 の 国土 を 有 し 、 中 PS 
国 ・ イ ンド ・ASEAN を 結ぶ 要衝 に 位置 する 国 で す 。 国民 の 約 9 割 を 仏教 徒 

































































ど ン グラ 
が 占め 、 民 族 的 に は ビル マ 族 が 人 口 の 約 70% と 多数 派 な が ら 、 ほ か に 135 も ゃ や 
の 少数 民族 も 居住 し て いま す 。 7 ラオ ス 
1948 年 に 英国 か ら 独 立 し た ミャンマー で は 、1962 年 の 軍事 クー デ タ ー 後 





























に 長らく 軍事 政権 が 続き 、 そ の 間 、 社 会 主義 的 政策 や 欧米 諸国 か ら の 経済 制 
裁 等 も あり 、 十 分 な 経済 発展 を 遂げ られ ず に いま し た 。 し か し 、2011 年 の 
民政 移管 以降 、 米 国 等 に よる 経済 制裁 が 解除 され る と 、 ミ ャ ンマ ー の 市 場 と 
し て の 潜在 性 が 日 本 を 含む 世界 各国 か ら 注 目 さ れる よう に な り ま し た 。 対内 直接 投資 の 増加 も あり 、 
GDP は 毎年 7 % 前 後 の 成長 を 続け て お り 、2018 年 に は 推計 で 名 目 GDP 約 714 億 ドル 、 一 人 当たり 
GDP1.321 ド ル に 達し て いま す 。 特に 2016 年 に アウ ン ・ サ ン ・ ス ー・ チ ー 氏 を 国家 最高 顧問 と する 政権 
( 約 半 世紀 ぶり の 民主 政権 ) が 誕生 し て 以降 は 、 新 投資 法 や 新 会 社 法 が 制定 され る な ど 、 人 外国 投 資 を よ 
り 促進 する 仕組 み が 整 備 さ れつ つ あ り ま す 。 一 方 、 国 内 産業 は 未成 熟 で あり 、 経 済 発展 を 支え る た め の 
金融 ・ 資 本 市 場 の 育成 が 課題 と な っ て いま す 。 
以下 で は 、 金 融 庁 が 特に 注力 し て いる 証券 及び 保険 の 分 野 の 支援 に つい て ご 紹介 し ます 。 




























































































































































































2. これ まで の 支援 の 内 容 
(1 ) 証券 分 野 

民政 移管 後 の ミ ャ ンマ ー 政 府 は 、ASEAN 諸 国 の 中 で 遅れ て いた 証券 取引 所 の 設置 を 目指 し 、 日 本 に 
対し 、 証 券 取引 法令 整備 の た め の 技 術 協力 要請 を 行い 、2013 年 7 月 に は 、 財 務 総 合 政策 研究 所 を 中 心 と 
し た 支援 に より 証券 取引 法 が 制定 され まし た 。 こ れ に 基づき 、2015 年 に は 、 ミ ャ ンマ ー 証 券 取引 仙 会 
(SECM) 及び ヤン ゴン 証券 取引 所 (YSX) ※2 が 設立 され まし た 。 金融 庁 は 、 証 券 実務 に 必要 と な る 
下位 法令 の 策定 ・ 実 施 支援 の た め 、2014 年 より ミャンマー 政府 に 金融 店 職員 を 派遣 し 、 大 和 証 券 グ 
ルー プ 及 び 日 本 取引 所 グル ー プ (JPX) と 連携 し な が ら 支 援 を 展開 し て きま し た 。 こ れ ら の 取組 み に よ 
コン 2 で 20I6 和 SI 入 1 の 還 5 介 の 記 生 の 2 成 呈 0 まま (5 の 
場 企業 が 誕生 し て いま す 。 

2018 年 1 月 に は 、 静 明 期 に ある 資本 市 場 を 成長 期 に 移行 させ る べく 、① 上 場 企業 数 の 増加 、② 投 資 
家 層 の 拡大 、③ 制 度 整備 、 及 び ④ 人 材 育 成 等 を 一 層 進 め て いく た め 、 金 融 庁 、 大 和 証 券 グ ルー プ 及 び 
IS NO の IN Ra afuEl 陣 SU 上 SSSU NL の クレ ドク クレ 0 
画 財 務 副 大 臣 ・SECM 委 員 長 に 手 交 し まし た 。 以降 、 上 場 支援 専門 タス ク フ ォ ー ス (STF) の 設置 、 











































































































































































































RC 


よ ン レン ゴン 証 > 
へ の LIST 手 交 @ ネ ピ ド ー [| ヤン ゴン 証券 取引 所 ] 




















大 規 


修 な ど を 通じ て 、 き め 細 か い 支 援 を 実施 し て いま す 。 ま た 、2019 年 3 


模 IR イ ベン ト 「YSX エ キス ポ 」 や 各 都 市 で の セミ ナー の 開催 、 各 種 法令 の 策定 














| に 
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社 及 び 





場 企業 幹部 等 
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き マ ジマ 三 当 局 ! 
み も 開始 され て いま す 。 


(2) 保険 分 野 


ミャンマー の 保険 市 場 は 、1960 年 代 の 保険 


近年 の 民主 化 ・ 経 済 の E 


日 系 損保 3 社 に 対し ティ ラ ワ 経 済 特区 ※3 内 に 





化 の 機運 が 高まる 中 、 




















に 会 し て 資本 市 場 発展 へ の 方 策 
こよ る オー ナー シッ プ の 下 、 日 本 側 参加 者 が ハン ズ オ ン で 市 場 の 育成 を 支援 し て いく 取組 








を 議論 す る 「 























叶 業 の 


に 限定 し た 営 

















急速 な 経済 成 ] 


MS に ES2(0 ES 
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具体 的 に 
JICA 専 門 家 と し て 計画 


20 年 9 





月 より 金 
財務 省 に 











派遣 し 、 














保険 会 社 の 財務 健全 








体 の 保険 セク ター 支援 
き 、 保 険 
商品 の 
取組 み を まとめ た 「 進 












































計画 


長 を 続け る 同 





ハン ズ オ ン の 技術 
性 の 確保 、② 保 険 商 品 の 適正 化 、③ 法 制 
(COMPASS) を 策定 し 、 ミ ャ ンマ ー 当 局 


























玉 








融 庁 職 員 1 名 、2018 年 8 


監督 会 計 ・ ソ ル ベ ン シー 規制 モデ ル の 開発 、 
開発 な どの 分 野 で 、 よ り 拡 充 さ れ た 支援 を 行っ て いま す 。2019 年 11 


の 保険 市 場 の 健全 





な 発 





月 より 損 
支援 を 行 


度 整 
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っ 
備 、④ 









































a 動車 保険 料率 検 i 








上 





専門 家 ・ 


全 寺 身 


支援 、 短 期 ・ 長 期 の 研 
は 、 現 地 で 、 関 係 当 局 、 証 券 会 
の ンド トコ シン ル | の 2 














GE 





























営 化 以 来 、 保 険 公社 の 一 社 体制 と な っ て いま し た が 、 
由 化 の 流れ を 受け 、2012 年 に 民間 保険 会 社 の 設立 が 承認 され 、2015 年 5 月 
業 免 許 が 付与 され まし た 。 保険 市 場 の 









































めき 


る べく 、 日 本 は 官民 挙 





区 





展 を 隊 











生保 アク チュ アリ ー 各 1 名 を 
ます 。2018 年 6 月 に は 、 日 本 は 
能力 構築 な ど を 柱 と する 官民 一 
し まし た 。COMAPSS に 基 づ 
の た め の デ ー タ 収集 、 生 命 保 険 
月 に は 、 こ うし た COMPASS の 


















































捗 報告 書 」 を 、 宮 下 副 大 臣 よ り マ ウン ・ マ ウン ・ ウ ィ ン 計 画 財務 副 大 臣 に 手 交 し ま 

















iN 








ン 台 | 





天 伝 信 U く は 合 著 
の 外国 保険 会 社 の 参入 




















3235 
も 同時 





2 態 に 


に 認 
ーー 





3, 今後 の 展望 
ミャンマー 政府 は 、 





Dll 


























こ 控 える ほか 、 





場 導 





























市 場 開放 は 実現 し た も の の 、 市 場 が 本 格 的 に 成長 する 3 え で 必要 な 名 視 度 の 半 
新保 険 業法 を 含め 、 関 連 す る 条文 作業 が 大 詰め を 迎え て いま す 。 
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企業 も 着実 


正 券 分 野 に お いて は 、 外 
市 場 の 魅力 向上 等 を 優先 課題 と し て 取り 組ん で お り 、 
昌 準備 を 開始 し た 企 





月 に は 、 ミ ャ ンマ ー 保 険 市 場 の 外資 企業 へ の 開放 が 実 } 
こよ る ミャンマー 保険 市 場 へ の 参入 が 正式 ( 
kl 





玉 






































【 連 


1 し 、 同 共 ⑥ 衝 ぐつ 


ミ 忍 
品 必 


いて 100% 
可 さ れ ま し た (その 他 、5 社 






































































































































左 : 宮下 副 大 臣 に よる 計画 財務 副 大 臣 へ の 
i PE 書 手 交 
上 : JICA 保 険 専門 家 と 計画 財務 省 職 員 
人 へ の 上 場 証券 取引 の 解禁 、 近 代 的 な 証券 税制 の 整備 、 
最初 の 一 歩 と し て の 居住 外国 人 へ の 取引 解禁 が 間近 


詳 着 し で ゆめ 誤 。 誤 症 、 





金融 庁 と し て は 、LIST や COMPASS の 着実 な 実施 を 通じ ひび て 、 ミ ャ ンマ ー 

























































































































































































尿 険 分 野 に お いて は 、 外 資 へ の 


号 が 喫緊 の 課題 と な っ て 









































お ける 証券 市 場 や 保険 セク 


















































2 ョ の 健全 な 発展 に 向け 、 今 後 と も 現地 に 寄り 添っ た 支援 を 続 NC 

※1 2014 年 国勢 調 

※2 YSX の 出資 構成 : 国営 ミャンマー 経済 銀行 51%、 大 和 総 研 30.25%、JPX18.75% 

※3 日 本 ・ ミ ャ ンマ ー 政 府 両国 が 官民 連携 で 建設 し た ヤン ゴン 郊外 に 位置 する 経済 特区 (日 本 政府 は 電力 等 の イン フラ 
整備 に 円 借款 を 実施 ) 

※4 100% 子 会 社 : 第 一 生命 
合弁 会 社 : 三井 住友 海上 、 損 保 ジ ャ パン 日 本 興亜 、 東 京 海上 日 動 、 日 本 生命 、 太 陽 生命 













































































「 地 方 創 生 応援 企画 ! ちい きん 会 霞ケ関 ダイ アロ グ 」 開催 








画 「 誠 ケ 関 ダ イア ログ 」 を 倒 和 2 年 1 月 27 日 (月 ) に 開催 
令 和 2 年 1 月 27 日 、 ち いき ん 会 と 金融 庁 地域 課題 解決 支援 チー ム は 、 各 省庁 と 協 
力 し て 「 地 方 創 生 応援 企画 ! 霞ヶ関 ダイ アロ グ 」 を 開催 致し ます ! 


く 醒 ケ 関 ダイ アロ グ と は > 
① 地 方 創 生 を 目的 と し て 、 
② 地 域 金融 機関 、 自 治 体 及 び 各 省庁 の 有志 が 施策 活用 に つい て 熱く 議論 し 
③ 交 流 会 に よる 有機 的 な ネッ トワ ー ク の 構築 を 目的 と し た 企画 で す 。 


本 企画 の 趣 電 は 、 地 方 創 生 に 関心 の ある 有志 の 本 気 の 議論 に より 地方 食 生 を さら 
(8 進め いく Ee 

復 数 の 省庁 が 参加 し 、 ま た 、 参 加 対 象 者 を 「 地 方 創 生 に 関心 の ある 有志 」 と する 
ご と で 、 よ り 横 断 的 な 交流 を 可能 し 、 施 策 の 浸透 ・ 活 用 を 促進 する 取組 み で す 。 

普段 は な か な か が 話せ な い 各 省庁 の 実務 担当 者 と の 1 on 1 で の 意見 交換 は も ちろ ん 、 
施策 の 改善 提案 に つい て も 聞か ひか せ て くだ さい 。 双 方向 の 本 音 の 議論 が で きる 企画 に 
な っ て お り ま す の で 、 是 非 ご 関心 の ある 有志 の 参加 を お 待ち し て いま す ! 


地方 劉生 応援 企画 ! ちい きん 会 





2020 


| 1 フ :45 受 付 開始 
っ - テー (月 ) 18:15~21:00 
醒 き 3 議 ニル ニー ュー オー タニ ガー デン コー トッ フ 中 


(千代 田 区 紀尾井 町 4-1 NN 生命 保険 ) 
金融 機関 職員 人 自治 体 職 員 





対象 で 地方 創 生 に 関心 の ある 有 
2 0 Rt (先着 順 ) を 











参加 申込 は コチ ラ の QR コー ド か ら お 願い し ます 
当日 の タイ ム テ デー ブル 





m1i8:15- キッ クオ フ (ちい きん 会 か ら 趣 旨 説 明 ) 

本 18: つ ちら - 政策 実務 担当 者 に よる ビッ チ (5 分 ご ュ 省庁 ) 
参加 省庁 > 

@ 総 務 省 : ロー カル 10,000 プ ロジ ェクト 

る 農林 水産 省 : 農業 経営 の 取 入 保険 スマ ー ト 農業 

e 中 小 企業 庁 : 事業 承継 ( 仮 ) A サー クル セッ ショ ン 
@ 球 境 省 : ESG 地 域 金融 ロ 

@e 内 閣 官 房 : 企業 版 ふ る さと 納税 地方 創 生 推進 交付 金 


に 19: 00- ES ッ シ ョ ン 


本 直 な 





(30 分 > 2 本 ) 


意 晃 名 量 非 聞か せ て 下 








検査 マニ ュ ユア ル 廃 止 
へ 引当 に 関す る 相談 受付 窓口 を 設置 < 





還 検査 マニ ュ ユア ル 廃 止 引 当 に 関す る 相談 受付 窓口 を 設置 

金融 庁 は 、 令 和 元 年 12 月 18 日 、 検 査 マ ニュ アル を 廃止 し 、「 検 査 マ ニュ アル 廃 
止 後 の 融資 に 関す る 検査 ・ 監 督 の 考え 方 と 進め 方 」 を 公表 し まし た 。 

金融 機関 が 、 自 ら の 融資 方 針 や 借り 手 の 実 態 等 を 踏ま え 、 信 用 リス ク を より 的 確 
に 引当 に 反映 する 方 法 を 検討 する に あたっ て は 、 様 々 な 悩み や 課題 が か 生じ る も の と 
思わ れ ま す 。 ご の よう な 悩み や 課題 に つい て 関係 者 で 議論 で きる よう 、 人 金融 庁 に 相 
談 受 付 窓口 を 設置 し まし た 。 

詳細 は 、 以 下 を ご 覧 くだ さい ! 

https://www.fsa.qo.1D/receipt/yuushidp/index.html 

ご 相談 内 容 に つい て は 、 日 本 公認 会 計 士 協 会 ・ 日 本 銀行 と の 協議 や 検討 結果 の 公 
表 を 予定 し て いま す 。 事例 の 蓄積 は 実務 の 発展 に も 役立つ と 思わ れ ま す の で 、 是 非 
相談 受付 窓口 を ご 活用 くだ さい ! 

な お 、 本 文書 の 説明 動画 を Youtube「 金 融 庁 チャ ン ネ ル 」 に アッ プ し て お り ま す 
の で 、 こ ちら も ご 覧 くだ さい 。 


» YouTube ™ 


「 検 査 マ ニュ アル 廃止 後 の 融資 に 関す る 検 


査 ・ 監 督 の 考え 方 と 進め 方 」( 案 ) の 概要 


令 和 元 年 9 月 
ff 金融 庁 


「 検 査 マ ニュ アル 廃止 後 の 融 資 に 関す る 検査 ・ 監 督 の 考え 方 と 進め 方 ] ( 広 ) の 概要 


1.854 回 視聴 ・2019/09/27 伯 5 穫 !] み 共有 。 保存 
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今月 の 金融 庁 の 主 な 取組 み 
(2019 年 12 月 1 日 一 12 月 27 日 ) 


> | 主要 行 等 向け の 総合 的 な 監督 指針 | 等 の 一 部 改正 ( 案 ) の 公表 に つい て (12 月 

> 破綻 金融 機関 の 処理 の た め に 講じ た 措置 の 内 容 等 に 関す る 報告 (12 月 10 日 ) 

> 「 株 式 新規 上 場 (IPO) に 係る 監査 事務 所 の 選任 等 に 関す る 連絡 協議 会 」 (第 1 回 ) を 開催 (12 月 17 日 ) 
> 

> 












































































































































融資 に 関す る 検査 ・ 監 督 に つい て の 相談 受付 窓口 の 設置 (12 月 18 日 ) 


「 検 査 マ ニュ アル 廃止 後 の 融 資 に 関す る 検査 ・ 監 督 の 考え 方 と 進め 方 」 ( 案 ) に 対す る パブ リッ クコ メ 
ント の 結果 等 (12 月 18 日 ) 


預金 等 受入 金融 機関 に 係る 検査 マニ ュ ア ル 等 を 廃止 し まし た 。 (12 月 18 日 ) 


[金融 サー ビス 利用 者 相談 室 | に お ける 相談 等 の 受付 状況 等 (期間 : 令 和 元 年 7 月 1 日 一 同年 9 月 
) (12 月 18 日 ) 


[経済 価値 ベ ペース の ソル ベン シー 規制 等 に 関す る 有識者 会 議 ] (第 6 回 ) (12 月 20 日 ) 
NISA・ ジ ュ ニ ア N |I SA 口座 の 利用 状況 に 関す る 調査 結果 (2019 年 9 月 末 時 点 ) (12 月 
令 和 2 年 度 機構 ・ 定 員 、 予 算 ( 案 ) (12 月 20 日 ) 

令 和 2 年 度 税制 改正 の 大 綱 に お ける 金融 庁 関 係 の 主要 項目 の 概要 (12 月 20 日 ) 

「 記 述 情報 の 開示 の 好 事 例 集 」 の 更新 (12 月 20 日 ) 

金融 庁 の 1 年 (2018 事 務 年 度 版 ) (12 月 20 日 ) 

金融 審議 会 「 決 済 法制 及び 金融 サー ビス 仲介 法制 に 関す る ワー キン グ ・ グ ルー プ ] 報告 (12 月 20 日 ) 
偽造 キャ ッシュ カー ド 等 に よる 被害 発生 等 の 状況 (12 月 20 日 ) 

[責任 ある 機関 投資 家 | の 諸 原 則 く 日 本 版 ス チュ ワー ド シ ッ プ ・ コ ー ド ター 投資 と 対話 を 通じ て 企業 の 
持続 的 成長 を 促す た め に 一 ( 案 ) (12 月 20 日 ) 

[決済 高度 化 官民 推進 会 議 ] (第 8 回 ) を 開催 (12 月 23 日 ) 

都留 信用 組合 に 対す る 行政 処分 (12 月 23 日 ) 

日 本 郵政 グル ー プ に 対す る 行政 処分 に つい て (12 月 27 日 ) 


市 場 構造 専門 グル ー プ 報告 書 (12 月 27 日 ) 


つみ た て ワニ ー サ 

ある 日 突然 人 間 界 に 現れ た 優し い ワ ニ 。 
ゆっ くり 慎重 派 だ けど 、 

みん な か ら 信 頼 さ れ 愛 され て いる 。 
どっ し り と 安定 感 の ある 背中 に は 
いつ も 何 か を 乗せ て 運ん で いて 、 
不思議 な し っ ぽ は 右 肩 上 が り に 成長 し て いく 。 
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令 和 2 年 度 税制 改正 大 綱 に 、NISA 制 度 の 延長 が 
盛り 込ま れ た よ 

つみ た て NISA は 5 年 間 延 長 

2020 年 か ら 始 め る と 18 年 間 し か 投資 で き な か っ 
た けど 、20 年 間 投 資 で きる よう に な っ た よ 

一 般 NISA も 2024 年 か ら 新 制度 に 衣替え され て 、 
5 年 間 延 長 

ご れ か ら も みん な の 資産 形成 を 応援 し て いく よ 
















編集 後記 
アク セス FSA 1 2 月 号 を ご 覧 いた だ き あ り が と う ご ざ いま す 。 今 月 1 8 日 に は 平成 1 1 年 に 策定 され た 金融 検 
査 マ ニュ アル が 廃止 され まし た 。 そ の 一 方 で 、 政 策 解説 コー ナー に ある と お り 、 地 域 金 融 機 関 の 持続 可能 な ビジ 


ネス モデ ル の 構築 に 向け た パッ ケー ジ 策 も 着実 に 進捗 し て いま す 。 来 年 も 様々 な 政策 課題 に つい て 、 タ イム リー 


に 発信 し て いき ます の で ご 期待 下さ い 。 
金融 庁 広報 室長 和田 良隆 
編集 ・ 発 行 : 金融 庁 広報 室 





